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都議会議員選挙まで１カ月と迫った６月１日、第２

回定例都議会開会日行動が開催され、約２００人が

参加しました。

「共謀罪」の強行採決が狙われる中で都議会が開

会。小池都知事は、豊洲を「無害化」できなかった

ことを公式に認めて謝罪し、「豊洲安全」論は破た

んしました。しかし、国保料（税）引き下げ、待機

児ゼロ、中小企業支援など重大施策の実現は待った

無しです。「改革」の中味を鮮明に語れないことは、

都民の付託に応えるものとなっていません

この開会日行動では、日本消費者連盟の纐纈（こ

うけつ）美千世事務局長が「食の安全を守るには築

地しかない。一刻も早く豊洲移転は中止すべき」と

決意表明。介護をよくする東京の会の中村和司さん

は、「介護難民を生まないためにも都政の役割は重

要」と訴えました。また、都教組の木下雅英書記長

が「教職員の働き方改善」で縮減・簡素化してほし

い業務を問う「緊急アンケート」に基づき報告し、

オリパラ都民の会の萩原純一事務局長が、「当初よ

り膨れ上がる五輪負担」問題にふれ、そのツケが福

祉や教育など都民のくらしにかける予算削減に回る

としたら重大と訴えました。

６月１４日、医療・介護の改悪を許さない「定例

宣伝」行動を巣鴨駅前で行いました。

おりしも、通常国会の会期末を控え「共謀罪」の強行

成立が狙われる中での行動となり、「共謀罪」阻止の行

動もあわせて署名・宣伝行動を、１２時から１時間行い

ました。

各団体の代表が次々とマイクを握り、「共謀罪」の

強行阻止、「強行可決された地域包括ケアシステム

強化法」の改悪中止、「築地市場の豊洲移転中止」

などを訴えました。

この行動には、東京社保協４団体２０人（内東京

土建16人）、中央社保協７人の合計２７が参加し、

署名５６筆を集約しました。あわせて介護なんでも

相談も実施しました。



北区「なんでも相談会」実行委員会は、第１９回

目となる相談会を５月２３日に開催し、この行動に

は、相談員７人と要員１５人が参加しました。

相談内容は、「自分の住んでいるアパートで、高

齢者の孤立死があり、３か月ほどで発見された。引っ

越ししたいができる状況ではない。」（４０代男性）

「主人の介護で自由が利かなく家庭でもケンカが多

くストレスがたまっている。」（７０代女性）「先

天性の病気があり、障害者手帳の交付を申請したい

が、行きつけの診療所では申請出来ないと言われた。」

（７０代と４０代の親子）など、地域の実態が見え

てくる相談が多く寄せられ、合計相談者は１３人と

なりました。

（実行委員会ニュースより）

５月２４日、戦争法廃止をめざす、かつしか実行

委員会主催による、「もの言えぬ監視社会づくりを

許すな、共謀罪反対」緊急集会が、青戸平和公園で

行われました。

この集会には、田村智子参議院議員もかけつけ、

集会後に地域パレードを行いました。

また、葛飾社保協・増税反対実行委員会・消費税

をなくす会の３団体の共催で、６月５日に葛飾区内

の金町・亀有・京成立石駅の３駅で、「戦争法廃止、

消費税増税中止、共謀罪いらない」の宣伝行動が行

われました。

訴えに足を止めて署名をしてくれる人、「戦争す

る国には絶対してはいけない」と声をかけてくれる

人など、どの駅でも大きな反響を呼びました。

この取り組みには、金町駅に１４人、亀有駅に１

３人、立石駅に８人など多くの団体・多数の人が参

加しました。

（葛飾社保協ニュースより）
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３月３０日の総会をもって、東京社保協の役員を退任させていただきました。

思い起こせば２０年前にになります。副会長として女性も入るべきだということ

になり、推薦された時のことがはっきりと思い出されます。

あれからのたたかいの日々・・・・・。社会保障を守る運動は、激しいせめぎ合

いのまっただ中にありました。特に、地域が主戦場ということになり、渋谷社保協

会長という任務にあった私は、いつでも、どこでも、運動を広げていくことを目標

に力をつくす明け暮れでした。

年に４回の定例区議会には、必ず請願や陳情を提出し議会傍聴を行うことと、渋谷駅頭で「無料なんで

も相談会」を定期的に開催することを決め、この十数年間実施してきました。おかげさまで、この活動を

通じて参加団体の団結は強まってきたと思っています。

今後は、いっそう地域からの活動を創意をもって豊かに進めて行こうと考えているところです。長い間、

本当にお世話になりありがとうございました。

これからも、ご一緒に社保協運動をしっかり築き上げていきましょう。

高齢期運動の拡充もはかっていきたいと思いますので、また、お会いできるのを楽しみにしております。

２０１７年４月 福井 典子
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５月１３日、墨田社保協は本所地域プラザで、

東京社保協寺川事務局長をお呼びして学習会を開

催し、７団体２８人が参加しました。

寺川事務局長は「これからの社会保障はどうな

るの」と題して講演を行い、現在、国会で大きな

焦点となっている「共謀罪」法案は、社会保障を

守ろうとしている私たちにも向けられていること

で、安倍政権の危険な手法であることが話されま

した。また、「介護保険法の一部改正」法案の具

体的な中身について丁寧に報告されました。

この講演で語られたこと一つ一つが、私たち区

民に重くのしかかっているだけに、社保協に結集

する仲間が、学んだことをいかに知らせていくか。

また、対区要請など今後の活動に生かしていくう

えでも、意義のある学習会となりました。

（墨田区労連ニュースより）

中野社保協は中野区議会第２回定例会に、「入

学準備金の前年度支給」と「子どもの貧困対策」

の２つの陳情を提出し、６月７日の子ども文教委

員会で審議され、就学援助の新入学準備金を入学

の前年度に支給することを求めた陳情は、全会一

致で継続審議となりました。

中野社保協は、委員会での補足説明で就学援助

を受給する中野区内の児童・生徒の割合は、全国

的に見ても高い状況にあること。八王子市を例に

あげ入学前の申請手続きは難しくないことを伝え、

文科省の通知にあるように「援助を必要とする時

期にすみやかに支給」するように求めました。中

野区からは、前年度支給を実施している特別区は

１０区に広がっていることが報告されました。

共産党の議員から、就学援助の認定基準に所得

の世帯も入学準備で苦労していることから、認定

基準が生活保護基準の1.2倍から1.15倍の所得に引

き下げられた影響人数を質問しました。しかし、

中野区は、集計していないと無責任な態度をとり

ました。さらに、「制度の趣旨から言って基準は

生活保護の1.0倍に近づけることが理想」とさらに

改悪する姿勢を示しました。しかし、システム改

修やそのための財源などについて確認や議論が必

要だ、などの意見もあり、継続審議となりました。

子どもの貧困対策について、より効果的な施策

を推進するために子どもの生活実態調査を求める

陳情について、中野区は「子どもを取り巻く環境

や問題は複雑なので個別ケースで対応している」

「様々な分野で実態は把握しているので調査はや

らない」と回答しました。自民などの議員は「援

助がなくても子どもを何とかするのが親の愛情」

「現状の把握で十分」などと発言し、採決では、

共産、民主、無所属の賛成、自民、公明、都民ファー

ストの反対で否決されました。

（事務局長 塚本 晴彦）
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東京都は、「都有地を活用して福祉施設を建設

する場合助成を行う」とした通達を出しています。

この通達による事業が、既に各区市町村で実施

されています。

東村山市の特養ホーム、練馬区の認可保育園、

東大和市の認知症高齢者のグループホームや小規

模多機能型居宅介護事業所、その他障害者施設、

など５０件以上で実施されています。

西東京市では、特養ホーム待機者が１０００人

を超えています。西東京社保協は、東京都の通達

を活用して特養ホームを建設させるための検討を

行ってきました。

幸い、西東京市には都有地の空き地が４か所あ

り、市長が決断すれば特養ホーム建設事業ができ

ます。

西東京社保協は、当面、市民の特養ホーム建設

への強い要望を市長に届け、特養ホーム建設を決

断させるために「市長要請署名」に取り組むこと

になりました。

また、西東京市議会に対して「就学援助制度の

拡充、入学準備金の前倒し支給」を求める陳情を

行いました。各会派協議の結果「趣旨採択」とな

りました。引き続き実現めざし取り組んでいきま

す。

（西東京社保協ニュースより）


